（様式第1号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

豊中市成年後見人等報酬助成申込書

豊　中　市　長　　　様
豊中市成年後見人等報酬助成実施要綱に基づき、次のとおり関係書類を添えて申し込みます。　

	申込者
	氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□弁護士　　　　□行政書士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□司法書士　　　□税理士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□社会福祉士　　□精神保健福祉士

	
	対象者

との関係

※いずれかに印
	□本人　　　□後見人
　※保佐・補助人は代理権を
□保佐人　　□補助人　　　　　　　　　付与された者に限る

	
	住　所
	〒

[電話]　　　　　　　　　　　　　　　　　　※日中に連絡がつくもの

	対象者

（被後見人）
	氏　名
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日

	
	住　所
	〒

豊中市　　　　　　　　町　　　　丁目　　　　
対象期間：　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日
※要綱第4条に該当する、助成の対象となる期間を記載

	
	対象期間の居所
	（自宅・施設・病院・その他）※該当箇所に○をしてください
所在地：

（施設名・病院名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
期　間：　　　　月　　　日　　～　　　月　　　日

	
	対象期間内に上記以外に居所があった場合
	（自宅・施設・病院・その他）

所在地：

（施設名・病院名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
期　間：　　　　月　　　日　　～　　　月　　　日

	助成申込金額
	円

	後見人報酬額
（付与決定額）
	円

	生活保護受給の有無
	□ 有　　　　　　　□ 無

	※生活保護受給と市民税非課税世帯かつ預貯金50万円以下の条件は、申込時点の状況で判断します。


	添付書類
（全て写しで可）
	□ 家庭裁判所からの「後見等開始決定通知」（選任の審判書）

	
	□ 生活保護を受給していることが分かる証明書
（「被保護証明書」もしくは「保護決定通知書」
報酬助成申込の対象期間開始日以後に発行されたもの）

	
	· 世帯員全員の非課税証明書（最新年度のもの）
（生活保護ではない場合に必要）

	
	□ 登記事項証明書
　（申請者が保佐人、補助人である場合は、預貯金の取引に関する代理権が付与されていることが分かる書類）

	
	□ 家庭裁判所からの「報酬付与審判決定書」

	
	· 住民票（報酬助成申込の対象期間開始日以後に発行されたもの）

	
	□ 後見事務報告書（家庭裁判所に提出したもの）※通帳などの添付は不要

	
	□ 収支報告書（家庭裁判所に提出したもの）

	
	□ 財産目録（家庭裁判所に提出したもの）

	
	□ 対象者の住民票が豊中市外にある場合、豊中市の措置等によってその
施設にいることが分かる書類（要綱の第4条に該当する場合）


【提出先】
＜対象者が６５歳以上＞
　　〒561-8501　豊中市中桜塚３丁目１番１号

　　豊中市役所　福祉部　長寿安心課　地域支援係　成年後見報酬助成担当
　　TEL：06-6858-2867

＜対象者が６５歳未満＞
　　〒561-0854　豊中市稲津町１丁目１番２０号
　　障害福祉センターひまわり　相談支援擁護係　成年後見報酬助成担当

　　TEL：06-6863-7061
【参考】
※豊中市成年後見人等報酬助成実施要綱
　第4条

　第６条に規定する助成の申込みの受付期間は，家事事件手続法別表第１に規定する報酬付与の審判
（以下「審判」という。）により家庭裁判所が報酬額を決定した日から１年以内であって、当該決定の
対象期間の終日から１年以内とする。

２　助成の対象となる期間は，審判により家庭裁判所が決定した期間の終日から遡って算定し、当該期
間が12月を超える場合は12月（成年後見人等が就職の日から最初に申し立てた審判の場合は当該
期間、当該期間が24月を超える場合は24月）であって、豊中市に対象者の住民票がある（現在地が
豊中市の措置等で市外の施設に入所している期間を含む）期間とする。
